
子どもの死亡検証CDR体制
整備モデル事業

滋賀県

資料４
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基本方針

1. 事例の収集は死亡小票で行う。

(滋賀県で死亡しても、他都道府県に死亡届を出した

事例は対象にならない。)

2. まず、第一次調査を全例で行い、

必要に応じて第二次調査を行う。

3. 全事例を俯瞰するとともに、必要事例に対して

多機関検証委員会における提言対象とする。

4. 滋賀県における特徴を見出し、

その解決策としての提言を発する。
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①病院等からの届出をもって把握する方法

②死亡小票から死亡台帳を作成し把握する方法

滋賀県では②の方法で把握することとした

（理由）

・最も効率的に滋賀県での小児死亡全例を把握することが可能

・滋賀の人が県外で亡くなった事例も把握することができる

・平成30年度に死因究明等推進協議会を中心に死亡小票を使って小児死亡

の実態調査を実施し、ノウハウを持っていた

死亡事例の把握について
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小児の死因究明に関する各紙報道記事（平成30年6月13日付け）
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CDR事業の流れ（全体図）
＜県の役割＞

・CDR関係連絡調整会議、多機関検証委員会の設置

・死亡小票の目的外使用申請、国との連絡調整

・行政機関への調査協力依頼

・連絡調整会議および検証委員会への参画

・全体調整 等

＜滋賀医科大学の役割＞

・CDR関係連絡調整会議の開催

・情報収集、管理

・多機関検証委員会の開催

・検証結果の記録作成

・検証結果を踏まえた滋賀県知事への提言

・その他上記に付随して発生する業務

 

         

 

 

実施主体：滋賀県 

    （データ収集）          （検証・対応策の提言） 

委託先：滋賀医科大学 

事業委託 

 

 

情報提供 

（死亡小票） 

 

 

 

 

情報収集     死亡調査票 

 

 

 

 

 

各保健所 

ＣＤＲ事務局 

医療機関等 

  

多機関検証委員会 

・死因や関係する背景について多

角的な検証を実施 

・検証結果を取りまとめ、効果的

な予防策などを知事へ提言 

 

ＣＤＲ関係機関連絡調整会議 

・ＣＤＲ事業の円滑な実施にか

かる調整、周知、依頼 

検証症例 

選定 

効果的な予防策などを提言 

② 

③  ④  

① 

⑥  

⑦  

⑤ 
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CDR事業の流れ
1. 対象事例の選定と第一次調査

事務局保健所B

医療機関A

医療機関B

警察

法医学

②調査依頼①情報提供

データより
台帳作成

保健所A

保健所C
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2. 調査結果の収集

事務局

医療機関A

医療機関B

警察

法医学

③調査用紙回収

記入済み用紙回収

打ち合わせ会
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3. 第二次調査の実施

事務局
教育機関

児童相談所

産婦人科医院

その他
関係機関

④第二次調査
(自殺や虐待例など
必要事例に対して)

打ち合わせ会後、さらに
調査が必要な事例把握
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4. 対象事例のまとめと検討

事務局
• 一覧表の作成
• オーバービュー 打ち合わせ会

全データ収集

5. CDR関係機関連絡調整会議で検証事例
や提言内容の整理

6. 多機関検証委員会開催、提言

7. 提言の取りまとめ
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7月 8月 9月 10月 11月 12月

1月 2月 3月 4月

CDR関係機関
連絡調整会議

CDR関係機関
連絡調整会議

打ち合わせ会 打ち合わせ会 打ち合わせ会

多機関検証
委員会

多機関検証
委員会

多機関検証
委員会

データ収集(前向き調査)

集計

第2次調査

データ収集
(後ろ向き調査)

2018年～2020年7月事例分

2021年

2020年

提言

報告
とりまとめ

キックオフ
ミーティング

多機関検証
委員会

CDR年間進行予定表（当初）
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7月 8月 9月 10月 11月 12月

1月 2月 3月 4月

CDR関係機関
連絡調整会議

CDR関係機関
連絡調整会議

打ち合わせ会

多機関検証
委員会

多機関検証
委員会

多機関検証
委員会

データ収集(前向き調査)

集計

第2次調査

データ収集
(後ろ向き調査)

H30年1月～
R2年9月事例分

2021年

2020年

提言

報告
とりまとめ

キックオフ
ミーティング

多機関検証
委員会

CDR年間進行予定表（現況）

目的外使用の申請
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①目的外使用の申請

• 都道府県内保健所が市町村から提出された死亡届を基に作成した死
亡小票について、CDRモデル事業のための目的外使用の申請を行う。

（問題点）

・承諾いただけないと、症例把握の調査を開始できない

・目的外使用申請の手続きに係る負担

都道府県チャイルド・デス・レビュー(CDR：予防のための子ど
もの死亡検証)体制整備モデル事業の手引き(第一版)より
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②保健所との連携

ＣＤＲの目的や滋賀県としてモデル事業に取
り組むことを説明しつつ、円滑な実施が行え
るよう保健所に協力を要請

（協力事項）

①死亡小票の閲覧

②小児死亡症例の有無の確認

（対応）

保健所長会議で各保健所長に協力依頼

（令和2年7月20日、令和2年9月14日）

（課題）

円滑な調査実施のため保健所の協力を得られるか

（18歳未満の死亡小票の抽出）

令和２年度 母子保健担当者 web 会議 令和２年７月 27 日（月） 

予防のための子どもの死亡検証（CDR）体制整備モデルの実施について 

  

１．目的 
Child Death Review（予防のための子どもの死亡検証。以下「CDR」という。）は、子ども

が死亡した時に、複数の機関や専門家（医療機関、警察、消防、その他の行政関係者等）が、

子どもの既往歴や家族背景、死に至る直接の経緯等に関する様々な情報をもとに、検証を行う

ことにより、効果的な予防策を導き出し予防可能な子どもの死亡を減らすことを目的とする。 

 

２．背景等 
成育基本法や死因究明等推進法を踏まえ、滋賀県を含め全国７府県でＣＤＲ体制整備のモデ

ル事業を実施することになり、各府県の結果は国へフィードバックされ、国のＣＤＲの制度化

に向けた検討材料とする。 

 

３．実施の流れ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．年間スケジュール 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．協力いただきたい事項 
データの収集等を円滑に行うために平成30年１月から令和２年12月までの18歳未満の子ども

の死亡小票の情報提供についてご協力をお願いしたい。 13



③関係機関との連携

• CDRモデル事業を開始するにあたり、関係機関の担当者レベルの打ち
合わせ会を開催し、モデル事業実施内容を説明し、実施に向けて協
力を呼びかける。

• CDR関係機関連絡調整会議を設置し、事業実施前に会議を開催する。

• CDR関係機関連絡調整会議では、CDRモデル事業を実施することにつ
いての合意形成を図るとともに、小児死亡症例に関する情報提供依
頼、モデル事業の実施状況の報告等を行う。

都道府県チャイルド・デス・レビュー(CDR：予防のための子ど
もの死亡検証)体制整備モデル事業の手引き(第一版)より
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構成メンバー

CDR関係連絡調整会議

• 法医学（滋賀医科大学）

• 医師会（警察協力医検討委員会）

• 滋賀医科大学附属病院

• 各救命救急センター

• 警察本部

• 保健所

• 子ども家庭相談センター

• 滋賀県

多機関検証委員会

CDR関係連絡調整会議構成員

＋

• 医師会（小児、周産期）

• ドクターヘリ基地病院

• 地方検察庁

• 虐待防止・いじめ対策有識者

• 保健・予防医学有識者
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＜2018年１月～2020年10月までの調査票回収状況＞

調査票の回収率（2018年１月～2020年10月分）

返送

89%

依頼中

7%

未回収

3%

協力できず

1%
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